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遠軽ロータリークラブ

会長報告 遠藤 利秀 会長②
本日の例会は、委員会担当プログラムでメディ

ア委員会の担当となっております。加藤委員長、
よろしくお願いいたします。
今、この地域だけでなく日本が抱えている大きな

問題、それは皆さんご存じのように、今まで人類
が経験したことのない急激な少子高齢化・人口減
少の問題です。

遠軽町の人口も昨年2万人を割り込みました
が、以前に読んだ「未来の年表 人口減少日本で
これから起きること」という本では；
5年後の
2024年には国民の3人に一人が65歳以上になる
2033年には住宅の3戸に1戸が空き家になる
2040年には自治体の半数が消滅の危機に瀕する
2042年には高齢者人口が4000万人とピークを
迎える

と書かれています。
出生数が減り、高齢者が激増し、社会の支え手

が不足する。これらが絡み合って更に人口減少が
加速する。これが恐ろしい日本の未来像です。

わずか50年で日本の総人口は70％まで減り、
100年後には40％まで減少します。今となって
は、この大きな流れをすぐに変えることはできま
せんが、それは仕方がない事と諦めるのではな
く、少しでもその流れを遅らせるように知恵を絞
って工夫をしていかなければなりません。また、
発想を変えて少ない人口の中でも精神的に豊かに
生活をしていける社会を作っていくということも
大切です。

この問題への対策は一朝一夕にはできません。
効果が表れるまでは数十年かかるかもしれません
が、私たちの孫・ひ孫の世代がこの日本で豊かに
暮らせるように国民全員が真剣に考え、取り組ん
でいかなければならない問題です。

遠軽ロータリークラブは、日本の少子高齢化と
逆行するように若手会員の増加に努めていきたい
と思います。クラブフォーラムでもお話ししまし
たが、下半期は会員増強を最優先課題として取り
組んでいきますので会員の皆様のご協力をお願い
いたします。

★開 会 点 鐘：遠藤 利秀 会長
★国 歌：君が代
★Ｒ ソ ン グ：奉仕の理想
★四つのテスト：前島 英樹 君⑤
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第２９０７回 通常例会記録
日時：2019年 2月 7日(木)12:30～
会場：ホテルサンシャイン２Ｆ
司会：上 田 稔 Ｓ Ａ Ａ ④

2019年 2月21(木) 18:00～
夜 間 例 会 ： 懇 親 会

マージャン大会表彰式
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幹事報告 東海林 勉 幹事
１．理事会報告
a. 2月の例会プログラム

7日 会員卓話 加藤幸徳メディア委員長
14日 会員卓話 木村一則R情報委員長
21日 夜間例会：懇親会、麻雀大会表彰式
28日 ゲスト卓話 遠軽町 深澤万喜子様
b. 2019-20年度RI第2500地区事務所より、地区
奨学金・学友小委員会委員として高井一博会員
の推薦依頼を承認。
c-1. インターアクト地区大会実行委員会黒坂総

務・会計委員長より、1月18日開催、第1回
会議の報告。
2. 黒坂青少年奉仕委員長(地区インターアク
ト委員)より、短期海外研修について参加校
及び人数等について経過報告。

委員会報告
◇乾 淳 親睦活動委員長⑥
・今月の誕生日、おめでとうございます。
本吉春雄君③ 本間克明君①

・親睦マージャン大会について、会報第27号記載
の締切日は誤りで正しくは「2月14日」です。

【名前後の○数字は写真とその中の番号】

2019年 2月14(木) 12:30～
会員卓話：木村 一則 君

ロータリー情報委員会委員長
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1月31日 41 38 27 4 81.6%
2月 7日 41 38 30 79.0%
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本吉春雄君 誕生日 5,000円
本間克明君 誕生日 5,000円

2018-19年度合計 351,400円
☆閉 会 点 鐘：遠藤 利秀 会長
☆今月会報担当：西 清治 委員
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本日のプログラム 会員卓話
仮想通貨とブロックチェーン

加藤 幸徳
メディア委員長

今日は当委員会の担当
ということで表題のお話
をスライドを使ってした
いと存じます。

資料の出典は日本経済
新聞とIBMです。

さて、皆様の中で、仮
想通貨をお持ちの方はお
いででしょうか？

仮想通貨とは日本国内での名称で、国際的には暗
号通貨の呼び名が一般的です。

また、テレビニュースや新聞で、例えば、マウン
トゴックス事件やコインチェック・ネム流出事件を
覚えていらっしゃる方もおられると思います。

コインチェック・ネム580億円流出事件とは、技
術的な口座管理の甘さなどから2018年1月下旬に約
580億円相当のネムが不正流出した事件です。

「ビットコイン」をはじめとした「仮想通貨」の
ニュースを理解するには、仮想通貨を実現する基盤
技術である「ブロックチェーン」について、少し理
解することが必要となります。
■ブロックチェーンとは？

「仮想通貨」を実現するために開発された仕組み
ですが、その可能性は仮想通貨だけに留まりませ
ん。ブロックチェーンの定義については、ごく大雑
把に説明すると「分散型台帳技術」と言えるでしょ
う。複数のサーバーに「台帳」を保管し「中心」の
ないネットワークを構成することで、インターネッ
トに接続しアカウントさえ発行されていれば、誰で
もその台帳情報を使うことができるのです。

ブロックチェーンでは、取り引きの履歴がサービ
スの誕生から全て記録され、取り引きの履歴をまと
めたものが「ブロック」で、ブロックは前後のブロ
ックと関連付けられています（ブロックが繋がって
いることを「チェーン」と表します）。ブロックチ
ェーンは自律分散システムであるため、どこかのサ
ーバーや回線に異常が生じても、問題なく運用を続
けることが可能です。

もし、ひとつのブロックを改ざんしようとする
と、その前後のブロックも改ざんしないと整合性が
とれませんので、安全性を担保しています。

ブロックチェーンの利点としては、管理者が介在
しなくても取引記録を残せるので、管理コストを低
減できる事で利用者の負担が少なくなり、既存シス
テムの効率が向上します。

■ブロックチェーンの可能性
仮想通貨以外での可能性

も持つブロックチェーン技
術は、今後もさまざまなジ
ャンルで活躍が期待されて
います。そう遠くない将来
に、ブロックチェーンがさ
まざまな取り引きの基盤技
術になる日が来るのかもしれません。
■仮想通貨の問題点

ブロックチェーンの技術を用いて、流通しだした
仮想通貨ですが、投機目的になったり通貨の安全性
の問題から、仮想通貨が新たな金融サービスとして
定着するかは見通せない状況です。金融庁は仮想通
貨から「暗号資産」と改名しました。
■仮想通貨＝電子マネーではない！
(1)電子マネーは、発行元がある。仮想通貨は発
行元がない。(2)電子マネーは、現金を預託し、
その対価として発行される。ビットコインは、
「採掘」というビットコインネットワークへの協
力行為の対価として発行される。(3)電子マネー
は、受けとっても第三者への支払には使えず、最
後は発行元で換金する必要がある。ビットコイン
は受け取りも支払もでき、そのまま貯めておくこ
ともできる。(4)電子マネーは、閉じたシステ
ム。ビットコインはオープンシステム。
■「Ｊコイン」について

みずほフィナンシャルグループが主体となって発
行を行う予定である新しい仮想通貨「Jコイン」は
ゆうちょ銀行・数十の地方銀行（地銀）が共同で作
った仮想通貨です。2019年度中の発行を目指し、
現在も開発が進められています。

「Jコイン」は、ビットコインと違い価格変動を
することがなく、常に円と同等の価値を持つという
特徴があります。「1コイン＝1円」と円と同じ価
値を持たせることによって、色々な用途で利用する
ことを可能としています。

例えば、ショッピングの決済時のスムーズなお支
払い・個人間や企業間での送金を現金(円)の代替を
可能とします。経費削減も可能となっており、約2
兆円のATM維持費を削減できると言われています。

利用者側のメリットとして、スマホ一つで決済が
簡単にでき、個人同士の送金手数料が無料に。


